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開発コンセプトの変更をともなう
業務システムメンテナンスの支援手法

西岡 健自1,a) 落水 浩一郎1

受付日 2012年12月9日,採録日 2013年6月14日

概要：業務システムのメンテナンスは，ビジネスや Information and Communication Technology（ICT）
の変化に応じて頻繁に発生している．その多くは開発コンセプトの拡張や強化等の変更をともなうため，
新しい開発コンセプトの定義が重要となるが，現状では，この定義を負担の大きいヒューリスティックな
方法に依存している．本論文では，このようなメンテナンスをビジネス等の変化にともなう問題に対する
トラブルシュートととらえ，トラブルシュートにおける問題の定式化，原因の追求，検証の考え方を取り
入れた 3つのフェーズからなる，新しい開発コンセプトの定義のための一貫した手法を提案する．また，
この手法を実際の業務システムのメンテナンスに適用して負担が軽減されることを確かめた．本論文では，
この手法を SPC（Systematic Process of Conceptualization）と呼ぶ．

キーワード：メンテナンス，要求工学，業務システム，開発コンセプト

Support Method for Enterprise Information System Maintenance with
Development Concept Renewal
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Abstract: Maintenances of Enterprise Information System (EIS) have often occurred for changing business
situation and Information and Communication Technology (ICT). For many of such maintenances it is im-
portant to define new development concepts changed for system extension and enhancement. But currently
it costs very high to define them, because there are no definition methods except heuristic manner. In this
paper, we regard such maintenances as troubleshooting to follow changing of business and ICT, and in this
aspect we propose a consistent method named SPC (Systematic Process of Conceptualization) to define new
development concepts, which constructs 3 phases based on troubleshooting first 3 subtasks, formulate prob-
lem description, generate causes and test. Applying this method we confirmed a cost reduction of real EIS
maintenance projects.

Keywords: maintenance, requirement engineering, enterprise information system, development concept

1. はじめに

業務システムは，業務を処理するシステムであり，近年，

企業のビジネス遂行に定着している．具体的にはERP（En-

terprise Resource Planning），PDM（Product Data Man-

agement），CRM（Customer Relationship Management），

1 北陸先端科学技術大学院大学
Japan Advanced Institute of Science and Technology, Nomi,
Ishikawa 923–1292, Japan

a) knishioka@jaist.ac.jp

在庫管理システム，プロジェクト管理システム等がある．

各企業は業務システムを利用することで，業務上の作業コ

ストの削減，蓄積した情報の活用による売上の拡大等のビ

ジネス上の利益を享受することができる．

業務システムにおいては継続的なメンテナンスが重要で

ある．なぜなら，ビジネスの状況は刻々と変化し，業務シ

ステムを支える ICTの変革も目まぐるしいからである．企

業はこれらの変化に対応し，他社との競争を優位に進める

ために，業務システムの機能強化や守備範囲の拡張等のメ

c© 2013 Information Processing Society of Japan 2244
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図 1 SI ビジネスにおける拡張コンセプトの位置付け

Fig. 1 Extended concept on System Integration business.

ンテナンスを継続的に展開している．この結果，顧客のシ

ステム開発等を請け負う SI（System Integration）ビジネ

スでは業務システムのメンテナンスの割合が増大している．

一般にメンテナンスの種類は，エラーの修正，実装の改

善，サービスの強化に大別できる [5]．上記の業務システム

のメンテナンスはサービスの強化にあたり，JIS X 0161で

は適応保守 [7]にあたる．このようなメンテナンスのうち，

本論文の支援の対象は開発コンセプトの変更をともなうも

のである．たとえば，在庫管理で蓄積した情報を新たにビ

ジネスチャンスの拡大に利用するような業務システムの目

的の拡大等がこの変更にあたる．以降，本論文ではメンテ

ナンスという用語は，特に説明のない限り，上記のような

開発コンセプトの変更をともなうメンテナンスを指すもの

とする．

開発コンセプトは，要求定義プロセスにおけるフィジビ

リティスタディの報告書に記載する「要求の概要」にあた

り [5]，システム開発の目的，機能・性能の守備範囲，開発

スケジュール等，以降の開発を方向付けるものである．

本論文では，業務システムのメンテナンスで強化・拡張

した新しい開発コンセプトを拡張コンセプトと呼ぶ．拡張

コンセプトの定義は，SIビジネスでは図 1 のように業務シ

ステムのメンテナンスにおける顧客の引合いから始まる．

開発者は要求定義プロセスの最初の活動として拡張コン

セプトを定義し，顧客に提案する．顧客はこの提案に基づ

き，開発を発注するか否かを決定する．発注の場合，開発

者は拡張コンセプトに基づいて分析以降の開発を進める．

したがって，拡張コンセプトの定義は受注と以降の開発を

左右するクリティカルな活動ととらえることができる．

図 1 は SIビジネスを例にとっているが自社で実施する

場合は，顧客は自社の経営者・管理者に，開発者は自社の

システムエンジニアにあたる．また，引合いは検討指示に，

受発注は社内プロジェクトのスタートにあたる．いずれの

場合も拡張コンセプトの意味と重要性は変わらない．

しかし，現状の開発現場はヒューリスティックなアイ

ディア生成の手法に依存して拡張コンセプトの定義を行っ

ているため，以下のような課題をかかえている．

課題 1) 拡張コンセプトの定義方針の規範がない：顧客

への提案までの比較的短い期間で，拡張コンセプトを定義

するプロジェクトに依存した手順を工夫する必要がある．

課題 2) ビジネスの把握方法の規範がない：顧客のビジ

ネス上の期待を正しく理解するために何を把握・収集すべ

きか，プロジェクトに依存した情報を特定する必要がある．

課題 3) 収集した情報の分析方法の規範がない：収集し

た情報から有効な結論をどのように導き出すか，プロジェ

クトに依存した分析方法を工夫する必要がある．

課題 4) 分析結果の確認方法の規範がない：分析の確認

方法を，プロジェクトに依存して工夫する必要がある．

課題 5) 分析結果の整理方法の規範がない：顧客に提案

しやすく，以降の開発フェーズへの移行が容易な文書化の

形式をプロジェクトに依存して工夫する必要がある．

課題 2の顧客のビジネス上の期待は，コスト削減，社会的

信頼の向上，ビジネスチャンスの拡大，売上の向上等，顧客

のビジネスの状況に応じて多様である．したがって，顧客

のビジネス上の期待を理解して業務システムのメンテナン

スにおける顧客満足を達成するためには，顧客のビジネス

の状況を的確に把握する必要がある．特に近年では，ICT

とビジネスとのつながりが深まっているため，上流フェー

ズでのビジネスの把握の重要性が指摘されているが [6]，開

発者が動的に変化する顧客のビジネスの状況をプロジェク

トごとに個別の方法で把握することは容易ではない．

上記の課題 1～5により，拡張コンセプトの定義は，ビ

ジネスについて確実な知見を持っている顧客に頼る傾向が

強まるため打合せが頻繁に発生し，顧客，開発者双方の大

きな負担となっている．さらに，顧客のビジネス上の期待

の不十分な理解から適切な拡張コンセプトに到達できず，

完成した新業務システムが費用対効果を達成できない状況

も少なからず発生している．

本論文では上記の課題の解決のために，業務システムの

メンテナンスを担当する開発者による拡張コンセプトの定

義を一貫して支援する手法，SPC（Systematic Process of

Conceptualization）を提唱する．また，SPC の適用によ

り，実際の業務システムのメンテナンスにおける拡張コン

セプトの定義の負担が軽減することを確かめた．

2章では SPCの基本的考え方，3章で SPCの構成の詳

細，4章で SPCの適用事例と評価，5章で関連研究につい

て述べ，6章で全体をまとめる．

2. SPCの基本的考え方

1章の 5つの課題にどう対処するかを出発点として，SPC

における拡張コンセプトの定義の基本的考え方を述べる．

2.1 拡張コンセプト定義方針の明確化（課題 1への対処）

業務システムのメンテナンスは，前述のようにビジネス

の状況の変化に対応するために実施する場合が多い．した

がって，業務システムのメンテナンスに寄せる顧客のビジ

ネス上の期待の背景には，ビジネスの変化に関連する問題

があり，業務システムのメンテナンスはその問題を解決す

c© 2013 Information Processing Society of Japan 2245
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る一種のトラブルシュート（TS）ととらえることができる．

ここで注目する TSはシステムの開発・運用で発生する

問題を解決する活動で，問題の定式化，原因の追求，検証，

修復と評価の 4つのサブタスクからなる [1]．SPCはこの

TSの考え方を拡張コンセプトの定義のための一貫した方

針と手順として応用する．

2.2 顧客のビジネスの把握方法の提供（課題 2への対処）

TSにおける問題の定式化は，TS担当者が障害の現場に

入って最初に行う状況の把握である．まず，エラーコード

や発生時の状況等から障害にともなう現象を把握する．あ

わせて仕様書や現場の担当者からシステムの機能，アーキ

テクチャ，規模，特徴等の全体像を取得し，発生している

障害を客観的に理解する．この理解に基づき，現象に関連

するサブシステムやモジュールを参照して設計上の疑問点

やコード上の問題等を広く洗い出す．このとき，全体像や

客観性を重視し，先入観による偏った結論に陥らないよう

にする．また，詳細な情報が必要であれば，開発者へのイ

ンタビュや関連するソースプログラム等のドキュメントの

参照を行うが，正面から膨大なソースプログラムやドキュ

メントに分け入ることは避けて限られた時間を有効に活用

する．

業務システムのメンテナンスにおける拡張コンセプトの

定義でも，顧客のビジネスの全体像を把握したうえで顧客

のビジネス上の期待とその背景にある問題を客観的に理解

することが出発点である．また，TSの問題の定式化と同

様，偏った情報に依存した先入観や，徒に業界の膨大な情

報に分け入ることは避ける必要がある．

予備知識のない顧客のビジネスの全体像を把握すること

は，初見のシステムで TSを行うことに類似している．TS

担当者は別プロジェクトの障害対策を依頼されることもあ

り，この状況は必ずしも珍しくないが，ICTに関する経験

の深さから着目すべき情報を心得ており，初見のシステム

でも短時間で全体像を把握することができる．

しかし，拡張コンセプトの定義を担当する開発者は ICT

に精通していても，拡張コンセプトの鍵となるビジネスに

は必ずしも精通していない．また，顧客のビジネスを把握

するための現場に定着した手法もないため，SPCはビジネ

スステータス（BS）と呼ぶ情報収集のガイドラインを提供

する．BSは，過去の拡張コンセプトの定義経験に基づき，

収集する必要のある情報項目をまとめたものである．BS

により顧客のビジネスの全体像や変化を把握し，この把握

に基づいて顧客のビジネス上の期待の背景にある問題を，

正しく理解しながら収集することができる．

2.3 収集した情報の分析方法の提示（課題 3への対処）

TSにおける問題の定式化に続くサブタスクは，把握し

た情報に基づく原因の追究である．影響の大きい障害は，

複数の原因の相互作用から発生する場合が多い．したがっ

て，最初のトリガとなる根本的な原因を見つけることが重

要である．しかし，問題の定式化により，問題や疑問点を

偏りなく十分収集できていれば，経験の深い TS担当者が

根本的な原因を見つけることは，必ずしも困難ではない．

また，根本的な原因が見つかれば，他の関連する原因を見

つけることは，彼らにとって比較的容易であり，それらの

原因に基づいて，リスクの少ない対策を最小限の工数で実

施する方策について検討することができる．

拡張コンセプトの定義でも，収集した問題から根本的な

原因を見つけることができれば，その対策によって顧客の

ビジネス上の期待を満たすことができる．しかし，開発者

は必ずしもビジネスに精通しておらず，収集した問題から

根本的な原因を導くための現場に定着した分析方法もな

い．SPCでは，他の多くの問題の原因となる根本的な原因

をボトルネックと呼ぶが，先入観を排除し，機械的にボト

ルネックの抽出を行う方法として，問題相互の因果関係に

着目した TOC（Theory of Constraints）[2]の現状問題構

造ツリーを利用する．SPCでは，ボトルネックの抽出に続

きその解消法を利用可能な技術等に基づいて策定する．

2.4 分析結果の確認方法の提供（課題 4への対処）

TSにおける原因の追究に続くサブタスクは，追究によっ

て取得した原因の確認にあたる検証である．ここでは，原

因の正当性を，テスト環境やシミュレータ等の実験ツール

を使って客観的に検証し，正しくない場合は先行するサブ

タスクに戻って修正する．

拡張コンセプトの定義でも，ボトルネックとその解消法

が顧客のビジネス上の期待を満たしていることを確認する

必要があるが，現場に定着した確認方法は存在していない．

SPCでは，極力客観的な確認を行うために期待/問題解決

対照表と呼ぶ書式を導入し，顧客のビジネス上の期待，ボ

トルネック，その解消法等を対比させて相互に食い違いの

ないことを確認する．確認の結果，食い違いがあれば，TS

同様，先行する活動に戻って修正する．

2.5 分析結果の整理方法の明確化（課題 5への対処）

確認の結果，問題がなければこれまでのアウトプットを

拡張コンセプトとして整理する．拡張コンセプトの形式は，

従来，プロジェクトごとに独自に工夫していたが，SPCは，

顧客への提案を行いやすく，分析以降の開発に移行しやす

い拡張コンセプトの整理方法を提供する．

TSにおける最後のサブタスクは修復と評価であり，検

証した原因に基づく対策を施し，システムが正常に復する

ことを確認する．このサブタスクは業務システムのメンテ

ナンスでは，拡張コンセプトに基づくプロジェクトの遂行

と，その結果が顧客のビジネス上の期待を満たすことを確

認する，拡張コンセプトの定義以降の開発活動に相当する．

c© 2013 Information Processing Society of Japan 2246
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3. SPCの構成

SPCでは，修復と評価を除く TSの 3つのサブタスクの

考え方に対応して，業務システムのメンテナンスにおける

拡張コンセプトの定義活動を対象領域の把握（TSの定式

化），対策の策定（TSの原因の追求），確認と具体化（TS

の検証）の 3フェーズに分ける（図 2，IDEF0表記）．

この 3つのフェーズは，図 2 のように先行するフェー

ズ等からの水平方向の入力に付加価値をつけて水平方向に

出力する一連の段階的詳細化の形をとる．また，先行する

フェーズは後続するフェーズの垂直方向上からのフィード

バックを受けてアウトプットの品質を高めるための繰返し

型の構成でもある．各フェーズでは，図 2 のように垂直方

向下に提示する活動を支援するツールを利用することがで

き，垂直方向上に提示する顧客担当者への打診による合意，

あるいは，顧客参加のレビューが終了条件となる．

本章では，セキュリティ機器の装置製造・販売ビジネス

における在庫管理システムのメンテナンスを具体例とし

て，以下に SPCの各フェーズについて詳細を述べる．

3.1 対象領域の把握フェーズ

一般に顧客のビジネスの全体像は，顧客のビジネス領域

の定義・社会的位置づけ・特徴・歴史・最近の状況・主な

企業の動向，および，この領域における顧客のビジネスの

特徴・位置付け・他社との競合状況・現状等，膨大な情報

を含んでいる．しかし，顧客の業務システムのメンテナン

スの企画は，ビジネスの成熟度や ICTの革新等にともな

う市場の拡大や縮小等の変化，あるいは，売上の増減等の

顧客のビジネス上の位置付けの変化を契機とする場合が多

い．この変化に着目すれば，膨大な情報に分け入ることな

く企画の背景にある顧客が直面しているビジネス上の問題

を客観的に理解しやすくなる．

この変化を把握するためのガイドラインが BSである．

BSの情報項目には，顧客のビジネス分野の変化，顧客の

ビジネスの状況の変化，これらの変化を背景に業務システ

ムのメンテナンスに寄せる顧客のビジネス上の期待等があ

る．BSは表 1 の形式に従って，以下の手順で作成する．

1© BSの項目に基づく調査：BSの “一般”の項目では

顧客のビジネス分野の業界情報を調査し，市場の売上額の

推移等の定量的資料を収集する．“顧客の状況”と “対象シ

ステム”の項目では，顧客から取得した社内資料等を調査

して，ビジネス上の状況の変化やメンテナンスへの顧客の

ビジネス上の期待を把握する．また，変化が発生した理由

や，変化と顧客のビジネス上の期待との関連に注目し，疑

問のある場合は項目に沿って質問票としてまとめる．

2© キーマンへのインタビュ：顧客から経営のキーマン

の紹介を受け， 1©の調査結果の確認，質問票に基づく質疑
を実施して，極力定量的な回答を収集する．なお，顧客が

図 2 SPC に基づく拡張コンセプト定義のフェーズ構成

Fig. 2 Construction of extended concept definition phases

based on SPC.

表 1 セキュリティ機器ビジネスのビジネスステータス例

Table 1 Business status example of the security device

business.

ICTに精通しておらず，ビジネス上の期待が ICTに対す

る過大，あるいは，過小な評価に基づいていると考えられ

る場合は実現可能な技術についてコメントする．

3© まとめ：疑問が解消するまで， 1©， 2© を繰り返し，

収集した情報を表 1 の形式にまとめ，顧客からの確認を受

ける．また，調査の過程では顧客の直面するビジネス上の

問題を広く収集する．

顧客のビジネス上の期待の背景を理解するためには，BS

のほか，業務システムの仕様書や現状を通して当初の開発

コンセプトがどこまで実現しているかを知る必要がある．

この情報はメンテナンスの対象となる業務システムの現状

を示すものであり，拡張コンセプトとして業務システムの

変更を特定する出発点となる．SPCでは，このようなシ

ステム面からの情報収集にはワークフローの作成を推奨す

る．この作成を通して，業務システムのビジネス上の役割

や位置付け，あるいは，顧客のビジネス上の期待を妨げる

システム上の問題点を把握できる．

問題点の収集で留意すべき点は，BSの作成過程を含め，

いろいろな機会を利用して広く収集することである．これ

らの問題点は次のフェーズの主要なインプットとなること

から，個々の問題点を BSに基づいて考察し，必要に応じ

て顧客のキーマン等との質疑を行って理解を深めて，各問

題点の品質を確保する必要がある．

BSに基づく考察の留意点は以下のとおりである．

1© 問題点の正確な理解：たとえば，作業コストが嵩む

という問題であれば，作業自体の難しさか，作業頻度の多

さか等を明らかにしたうえで定量的な裏付けをとる．ま

た，BSの “顧客企業における当該ビジネスの位置付け”等

に基づいて必須の作業であるか否かも吟味し，BSによる

ビジネスの把握と食い違いのないようにする．
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2© 背景・理由の追求：たとえば，なぜ作業コストが嵩

むのか，作業の方法や量が変化したのであれば，その背景，

変化した理由をBSに即して明確にする．納得のいく理由・

背景を得られない場合は，仮説を立てて顧客に確認する．

このような考察は BSで収集した情報へのフィードバッ

クの機会としても有用である．なお，顧客との質疑やイン

タビュでは必ずしも業務システムのメンテナンスに関係し

ないと思われる問題も現れるが，理解が進むにつれて重要

性を認識する問題もあり，この段階では予断や取捨選択を

避け広く収集する必要がある．

3.2 対策の策定フェーズ

対策の策定フェーズでは，広く収集した問題点からボト

ルネックを抽出し，その解消法を策定する．

特定の問題の原因を分析する方法としては，樹状図を

使った特性要因図が広く知られている．しかし，本フェー

ズでは先入観を排除するために問題を特定せず，収集した

多数の問題からボトルネックを抽出する分析方法として

TOC（Theory of Constraints）[2]の現状問題構造ツリーを

利用する．現状問題構造ツリーは，図 3 のように複数の問

題相互の因果関係に基づいてボトルネック候補を抽出する

ことができ，各問題を公平に扱うため，部分最適に陥りに

くい方法と考えられる．

ボトルネック候補は，後述するように現状問題構造ツ

リーから容易に導けるが，SPCでは主要問題を導入する

ことによって最終的なボトルネックに絞り込む．主要問題

は顧客のビジネス上の期待を直接妨げる問題である．BS

で収集した顧客のビジネス上の期待と現状問題構造ツリー

上の問題点とを照らし合わせることにより，期待の実現に

とって直接的な障害となるものを主要問題として特定す

る．たとえば，BSに記載した顧客のビジネス上の期待の

1つである “在庫管理コストの削減”を図 3 の “補 3：管理

コストの増大”が直接妨げていることから，補 3を主要問

題と特定する．主要問題を使って，最終的なボトルネック

を選定する具体的手順は，以下のとおりである．

1© 現状問題構造ツリーの作成：収集した問題相互の因

果関係を見つけ，原因から結果に至る矢印を付けて現状問

題構造ツリーを作成する（図 3）．因果関係上の補足が必要

であれば，新たな問題（図 3 の補 1～8）を補足する．

2© ボトルネック候補の抽出：多くの問題の原因となる

問題，すなわち，問題から出る矢印の数が多い問題をボト

ルネック候補とする（図 3 では問題 10，補 4，補 8）．

3© ボトルネックの選定：主要問題を図上でマークし

（図 3 では緑色），ボトルネック候補のうち，多くの主要問

題の原因となり，かつ，その解決が実現可能なものを最終

的なボトルネックとして顧客の確認を受ける（図 3 では矢

印をたどると全主要問題の原因となる補 4がボトルネック

である）．

図 3 セキュリティ機器在庫管理の現状問題構造ツリー例

Fig. 3 Current reality tree example for inventory management

of the security device business.

なお，現状問題構造ツリー上でボトルネックを原因とし

ない（矢印をたどっても到達しない）主要問題の残る場合

は，フェーズを遡って見直すと同時に，企画が独立の複数

のテーマを含む可能性についても顧客に確認する．

具体例では，“紙ベース情報管理（補 4）”を当初から大き

な問題として注目していたが，図 3 のような客観的な方法

でボトルネックであることを説明することが先入観を避け

るために必要である．また，ボトルネックの解消法によっ

て主要問題を解消でき，顧客のビジネス上の期待に応えら

れることが現状問題構造ツリーから直感的に理解できる．

ボトルネックの解消法は，ボトルネックと主要問題を結ぶ

因果関係の矢印上にあるすべての問題点を解決するシステ

ムの基本的なアーキテクチャや大筋の開発手順等を策定し

たもので，拡張コンセプトの原型にあたる．

ボトルネックの解消法の策定では最初に，現状問題構造

ツリーを精査する．たとえば，図 3 の主要問題（7）の解

消の検討では，現状問題構造ツリーからボトルネック（補

4）から（7）に至る経路（補 4）→（5）→（10）→（補 1）

→（7）に着目する．開発者は，顧客のビジネス上の期待を

念頭に置き，利用可能な技術と経験に基づいて，この経路

上の問題をすべて解消するようなボトルネックの解消法を

検討する．この例では，ボトルネック候補（10）は解消さ

れるが，ボトルネック候補（補 8）は解消の対象とならな

い．したがって，主要問題（7）の 2つの直接の原因のうち

（補 8）を遠因とする（9）は解消の対象とならないが，（補

1）が解消されれば（7）は解消される．図 3 では，直接の

原因のいずれかが解消すれば問題が解決する形式で原因を

表記しているためである．

他の主要問題についても同様の検討を行い，最終的に各

検討結果と重複や矛盾のない整合のとれた全主要問題を解

消するボトルネックの解消法を策定する．

さらに，ボトルネックの解消法としては，顧客の予算，

期間を勘案して，必要に応じて段階的開発の必要性につい

ても言及する．したがって，現状問題構造ツリー上のボト

ルネックから主要問題に至る因果関係，予算，期間等が制
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表 2 期待/問題解決対照表の例

Table 2 Expectation and problem solution correspondence

table example.

約条件となるため，ボトルネック単独の解消法の策定に比

べ，開発者は多数の可能性を吟味する必要がなくなり，解

消法の策定の負担が軽減する．

しかし，解消法をつねに 1個に絞り込むことができるとは

限らない．SPCでは，この場合 TOCの対立解消図の利用

を推奨する．対立解消図は 2つの対立する解消法の特長と

欠点を図として表すことにより，両者の特長をあわせ持ち，

欠点を補うような第 3案を検討するためのツールである [2]．

具体例のボトルネックの解消法は，上記の解消法を含め，

全体として以下のようになる．なお，具体例は業務システ

ムの全面的な更改にあたるため，予算・期間に配慮して開

発は以下のように段階的に行うこととする．

ボトルネックの解消法 ハイブリット構成のWeb型情

報管理システムの段階的構築

第 1 期：在庫情報を営業，工場，技術で共有できるセ

キュアで作業性の高いWebシステムの開発

第 2期：在庫情報から見積書・注文書・製造依頼票等の

作成を自動化

第 3期：履歴情報からリプレース候補顧客等を予測する

ことによるビジネスチャンスの拡大

3.3 確認と具体化フェーズ

確認と具体化フェーズでは，ボトルネックとその解消法

が顧客のビジネス上の期待から逸脱していないことを客観

的に確認し，問題がなければ，これまでのアウトプットを

拡張コンセプトとして整理して具体的な提案とする．

SPCでは，この確認を表 2 のような期待/問題解決対照

表と呼ぶ書式に基づき，ボトルネックの解消法と顧客のビ

ジネス上の期待，および，主要問題を整理し，対比するこ

とによって行う．ボトルネックの解消法については，ビジ

ネスの視点で他の項目と対比しやすくするために，ビジネ

ス上の目的の形に整理する．ビジネス上の目的は，ボトル

ネックの解消法に基づいて実装したシステムから得られる

ビジネス上の具体的な利点を列挙したものである．たとえ

ば，コスト削減や欠品防止等がこの利点にあたる．

このような確認は，従来，顧客との打合せを通して行っ

ていたことから，この書式の導入によって顧客との打合せ

による負担の軽減を見込むこともできる．期待/問題解決

対照表の作成手順は以下のとおりである．

図 4 新しい在庫管理システムのコンテキスト図例

Fig. 4 Context diagram example of the new inventory

management system.

1© ビジネス上の期待の記載：“ビジネス上の期待”欄に

BSの “8 顧客のビジネス上の期待”を転記する．見出し

欄にはビジネス上の期待を一言で表現した概要を記入する．

2© ボトルネックと主要問題の記載：“ボトルネックと

主要問題”欄に図 3 の現状問題構造ツリーからボトルネッ

クと主要問題を抽出し，ビジネス上の期待と対応させて記

入する．見出し欄にはボトルネックを記載する．

3© ビジネス上の目的の記載：ボトルネックの解消法か

ら導いたビジネス上の具体的な利点を “ビジネス上の目的”

欄に “主要問題”欄の内容に対応させて記入する．主要問

題とビジネス上の目的の項目が 1対 1に対応しない場合は

適宜グループ化して対応を明確にする．また，見出し欄に

は，ビジネス上の目的を一言で表現した概要を記入する．

4© 対応関係の確認：顧客のビジネス上の期待，主要問

題，ビジネス上の目的の対応関係を精査し，矛盾，乖離，過

不足がないかを確認する．十分な対応のとれない場合は，

対応を確認できるまで，先行するフェーズの見直しを行う．

期待/問題解決対照表による確認の後，顧客のビジネス

の視点で提案でき，分析・設計に円滑に移行できるように，

拡張コンセプトをビジネス上の目的，システムの輪郭，メ

ンテナンスの基本方針の 3つの要素に整理する．

ビジネス上の目的は，期待/問題解決対照表の右端の項目

のとおりだが，システムの輪郭はビジネス上の目的を満た

す業務システムの具体的基本構成であり，分析・設計につ

なげやすいコンテキスト図として図 4 のように表現する．

メンテナンスの基本方針は，ボトルネックの解消法とシ

ステムの輪郭に基づき，所与の予算，期間等の制約条件を

満たしてビジネス上の目的を達成する新業務システム開発

のためのフェーズプラン，特記事項等の方針である．

システムの輪郭とメンテナンスの基本方針の作成手順は

以下のとおりである．

1© アクタの洗い出し：ボトルネックの解消法と利用可

能な技術に基づいてビジネス上の目的を満たすことができ

るように，新業務システムにアクセスするアクタと，アク

タがシステムと交換する情報を洗い出す．なお，アクタと

はシステムと操作や通信によって情報を交換する担当者，

あるいは，他のシステムである．
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2© コンテキスト図の作成：アクタと新業務システムと

の情報交換を図 4 のような，データフロー図の最上流にあ

たるコンテキスト図としてまとめる．このとき，業務シス

テムで変更のない既存部分は色等を変えて，メンテナンス

による変更点を特定できるようにする（図 4 では黒字・斜

体が既存部分にあたる）．コンテキスト図の内容は，顧客

に対して開発の守備範囲を明らかにするものである点に留

意し，過不足のないように作成する．

3© メンテナンスの基本方針の策定：限られた予算と期

間で新業務システムを開発するためのフェーズプラン，お

よび，特記事項等をメンテナンスの基本方針としてまとめ

る．ボトルネックの解消法で開発手順に言及している場合

は，この手順とコンテキスト図に基づきビジネスへの貢献

のシナリオが明確になるように整理してフェーズプランと

する．

具体例では，ボトルネックの解消法で想定した段階的な

開発をビジネス上の目的の実現の手順として表現を変え，

顧客の視点に立ったフェーズプランとする．主なメンテナ

ンスの基本方針は以下のようになる．

・フェーズプラン：ビジネス上の目的 1，2，4を第 1期，

3を第 2期，5を第 3期に構築する．

・特記事項：Web型のシステムとし，顧客情報の漏えい

防止のためのセキュリティを確保する．

本フェーズでは，ビジネス上の目的，システムの輪郭，

および，メンテナンスの基本方針を合わせて，最終的な業

務システムのメンテナンスにおける拡張コンセプトとして

顧客に提案し，顧客参加のレビューを開催して，顧客・開

発側の合意を形成して，プロジェクトをスタートさせる．

4. 実ジョブへの適用事例と評価

本章では，実際の業務システムのメンテナンスに SPCを

適用した事例を紹介し，この実績から SPCにより拡張コ

ンセプトの定義活動の負担が軽減されたことを確認する．

4.1 適用事例

業務システムのメンテナンスにおける拡張コンセプトの

主な成功プロジェクトを表 3 にあげる．表の各行がプロ

ジェクトを示している．本節では，SPCを適用した S1，S2

の詳細を守秘義務に抵触しない範囲で一般化して紹介する．

なお，表 3 のプロジェクトは拡張コンセプトの定義の後，

いずれもオブジェクト指向に基づく分析・設計を行った．

1) CRMへのプロジェクト管理機能の統合（S1）[4]

本事例は，CRM関連の SIビジネス部門が自部門の業務

システムのメンテナンスとして，CRMとプロジェクトマ

ネジメントとを統合した例である．この例では，ビジネス

上の期待に相当するメンテナンス企画は，“CRMを SIビ

ジネスの管理に活用して売上を拡大する”である．

当初は自部署で運用中の CRMの強化を図ったが細部の

表 3 業務システムメンテナンスの事例

Table 3 Projects of enterprise information system mainte-

nance with extended concept definition.

議論に終始し，売上に結びつかないため SPCを適用した．

対象領域の把握フェーズでは，顧客情報管理に関して約

60件の問題点を収集し，営業と開発の情報共有に関する

問題が多いことが判明した．これらの問題には，開発に顧

客のビジネス等の状況が伝わらない，プロジェクトの進捗

状況が営業に伝わらない，営業・開発各々のドキュメント

の図番体系が異なる等が含まれる．また，SIビジネスの

管理システムとして営業は CRM，開発はプロジェクト管

理ツールを使用しているが，相手のシステムにアクセスで

きないことも明らかとなった．現状問題構造ツリーで分析

すると，営業・開発の管理手法の不統一がボトルネックと

なっていることの裏付けがとれ，BSからは CRM部門の

売上拡大策として新製品の市場投入の期待のあることが判

明した．

以上から，CRMとプロジェクト管理を統合した営業・

開発双方の情報共有を促進するシステムを社内開発し，自

部門での運用経験を反映させて製品化することをビジネス

上の目的とする拡張コンセプトを定義した．この定義に基

づき，SIビジネス部門向けと役員向けの 2回のレビューを

実施し，ほぼ同一の内容で承認された．

SPCでは，拡張コンセプトの定義の手順が明確であった

ため，情報収集や分析等について方法をそのつど新たに工

夫せずに検討に専念でき，さらに問題解決を基調としたド

キュメントは分かりやすかったために提案の説得力を高め

ることができた．その結果，従来に比べ短時間で有効な拡

張コンセプトの提案を行うことができた．

2) 機器在庫管理システムの拡張（S2）

在庫管理システムのメンテナンスとして SPCを適用し

た SIビジネスの事例を取り上げる．顧客のビジネス上の

期待は “在庫管理システム強化によるユーザ確保”である．

分野は特定の機器のレンタルビジネスであり，当初は在

庫不足で欠品が起こらないよう技術的に強化する程度の認

識で臨んだ．しかし，BSに基づいて情報を収集すると，大

きな市場ではないが 1社で多くの機器をレンタルするユー

ザを確保することがビジネス上重要であることが分かっ

た．したがって，欠品はビジネスチャンスを失うことより，

ユーザが競合他社に移ることの損失が大きいと考えられる．

顧客にとって，ビジネスの細部を部外者に説明すること

は大きな抵抗があることから，当初は BSに基づき開発者
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の調査した内容の質疑から始める．適切な質問であれば，

質疑を繰り返すうちに双方の状況を把握でき，顧客は情報

を提示しやすくなると考えられる．特に，話題に載せにく

い業務上のトラブル情報，頻度，被害額等は，新システム

で留意すべきポイントとして把握しておく必要がある．

現状問題構造ツリーの分析では，“スタンドアローンの

在庫管理システムのパワー不足”がボトルネックとなり，

データベース強化，運用管理の効率化，資産管理のコスト

削減等が，主要問題を視野に入れたボトルネックの解消法

となった．そして，ビジネス上の目的には “在庫管理情報

の運用拡大と情報の信頼性強化によるユーザ確保”等を揚

げて，拡張コンセプトを定義し受注することができた．

このプロジェクトは，ビジネスの状況等の情報を確認す

るために，顧客との密なコミュニケーションを要するケー

スだったが，現場見学の機会を活かして質疑を行い，BSに

基づく情報収集の過程で現れた疑問点の多くを解消するこ

とができた．結果として，表 3 のように情報収集や意見交

換の打合せの割合が大幅に減少し，全体の打合せの回数も

月 1～2回に抑えることができた．

4.2 SPCの評価

SPCの評価として，1章の 5つの課題への対処，従来の

手法との比較，拡張コンセプトの定義の負担の軽減につい

て述べ，最後に SPCの今後の課題について順に述べる．

1) 課題への対処

SPCは，以下のような方法やツールの導入により，拡張

コンセプトの定義に関する 1章の 5つの課題に対処した．

課題 1への対処 拡張コンセプトの定義方針の明確化：

業務システムのメンテナンスをビジネスの変化にともなう

問題に対する TSと見なし，TSの考え方を応用した一貫

性のある拡張コンセプトの定義の手順を定義した．

課題 2への対処 ビジネスの把握方法の提供：顧客のか

かえる問題を高い品質で収集するために，BSをガイドラ

インとするビジネスの変化とそれにともなう顧客のビジネ

ス上の期待を把握する方法を導入した．

課題 3への対処 収集した情報の分析方法の提示：収集

した問題点からボトルネックとその解消法を容易に導ける

TOCの現状問題構造ツリーを利用する方法を導入した．

課題 4への対処 分析結果の確認方法の提供：顧客のビ

ジネス上の期待，主要問題，ビジネス上の目的の整合性を

確認するための期待/問題解決対照表を導入した．

課題 5への対処 分析結果の整理方法の明確化：顧客が

理解しやすく，以降の開発に移行しやすくするために，拡

張コンセプトをビジネス上の目的，システムの輪郭，メン

テナンスの基本方針に整理する方法を導入した．

2) 従来の手法との比較

情報サービス産業の標準的ソフトウェアライフサイクル

プロセスである共通フレーム 2013 [10]では，保守プロセ

スの改善を喫緊の課題とし，企画，要件定義等の開発の上

流プロセスを保守に利用する場合もあるとしている．しか

し，上流，保守プロセスとも，情報の収集・分析等に関する

具体的な方法には触れていない．JIS Q 9001：2008 [11]は

ISO9001に基づいており，製品実現の章に要求事項の明確

化に関する記載があるが，情報の把握方法等の具体的な方

法については触れていない [9], [13]．また，ソフトウェア工

学の標準であるDoD2167A [12]は，要件定義に関する部分

があるが具体的な方針・手順については触れていない [9]．

具体的な方針・手順を取り上げている手法では，5章の

関連研究の 2件，Conceptualization手法，TOCと CDM

を用いた業務分析手法が拡張コンセプトの定義に関連して

いる．

Conceptualization手法 [3]は，5.1節に述べるように一

般的な開発コンセプトの定義手法である．分析・設計に移

行しやすい形式で整理する方法により課題 5の一部に対処

できており，この点を評価して C1プロジェクトの拡張コ

ンセプトの定義で使用した．しかし，ブレインストーミン

グとブレイクスルーをアイディア生成の基本としているた

め，対応する取組みの具体的方針（課題 1）が不足してい

る．また，顧客のビジネスの把握，問題の収集と分析・検

証（課題 2～4）についても具体的な方策の言及がない．

TOCと CDMを用いた業務分析手法 [8]は，CDMによ

る業務分析に先立って，TOCを使って事業領域と使命を導

く部分に特徴がある．また，業務がかかえる問題の根本原

因を特定して導き出す業務改善策は拡張コンセプトにあた

るものと考えられる．しかし，TOCによる分析に必要な

問題点の収集方法（課題 2），分析結果の確認方法（課題 4）

を含め，業務改善策に到達するための具体的な方針と手順

（課題 1）に関する言及がない．また，論文では情報システ

ム開発への移行（課題 5）を今後の課題としている．

3) SPCの定量的効果

5つの課題への対処による定量的な効果を把握するため，

SPCを適用した実プロジェクト S2と，Conceptualization

手法を適用した C1プロジェクトとを比較し，SPCによる

拡張コンセプトの定義における負担の軽減を確認した．な

お，S1プロジェクトも SPCに基づくが，社内開発の事例

のため，受注プロジェクトである C1，S2と同様の比較が

困難なため具体的な数値化を控えた．

C1，S2プロジェクトの対象となる業務システムは 3年

以上現場で運用してきたものである．C1プロジェクトは

CRMの機能拡大にともなうリプレース，S2プロジェクト

は在庫管理システムの大幅な拡張であり，両プロジェクト

とも拡張コンセプトの定義を要するメンテナンスである．

いずれも GUI，帳票，関係データベースからなるビジ

ネス支援のための一般的な業務システムであり，顧客も一

般の企業であることから，拡張コンセプトの定義の位置付

けに差異はないと考えられる．また，両プロジェクトのス
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タートは 2年の差があるが，その間，関連する大きな技術

革新はなく，拡張コンセプトの定義とプロジェクト管理は

同一の担当者が行っているため，担当者の属人性による差

異も発生していない．したがって，両プロジェクトの拡張

コンセプトの定義の負担の差は，プロジェクト規模と適用

した手法の差と考えることができる．

プロジェクトの規模については表 3 のように S2が C1

の 66%であるが，これは両プロジェクトの画面数，帳票数

等に重みをつけて集計したオブジェクトポイント [5]に基

づいて算出したものである．

本論文では，拡張コンセプトの定義の負担を定量的に示

す指標として，顧客との打合せ回数を採用する．顧客との

打合せとは，複数の顧客，開発者の管理者を含む担当者が

参加し，開発者による議事録の発行を必要とする情報収集，

情報交換，レビュー等の会議を指している．この打合せは

コミュニケーション上有益だが，過度に実施すると顧客に

とって本来業務の妨げとなる．また，開発者にとって事前

の分析，説明資料の作成，顧客の指摘事項の反映等の準備

に多くの工数を要する．このように，打合せ回数の増減が

顧客，開発者双方の負担を大きく左右することから，顧客

との打合せ回数を拡張コンセプト定義活動の負担の指標と

とらえることができる．

拡張コンセプト決定までの打合せ回数は，表 3 のように

SPCを適用した S2プロジェクトでは，従来の定義手法を

適用した C1プロジェクトの 24%に減少している．また，

C1の規模に対する S2の規模の比率は 66%であり，規模と

打ち合せ回数は比例するものとすると，S1の打合せ回数比

は C1の 36%となる（表 3 のカッコ内）．

したがって，SPCを適用した S2プロジェクトの顧客と

の打合せ回数は半分以下となり，拡張コンセプトの定義に

おける顧客・開発者双方の負担を大幅に軽減することがで

きた．

この打合せ回数の減少は，顧客との打合せを軽減する

SPCの一貫した拡張コンセプトの定義の支援によるが，特

に，以下の 2点の効果が大きいと考えられる．

1© BS導入による情報収集のための打合せの減少：C1

では，現状のビジネス，システムの情報源として顧客に多

くを頼ったため情報収集の打合せ回数が増大した．しか

し，S2では BSに基づく情報収集の手順化により自律的に

情報収集と分析を行うことができ，打合せは情報の収集結

果の確認の場となったため情報収集タイプの打合せ回数比

は，表 3 のように全回数の 35%から 25%に減少している．

2© 分析・確認の手順化による情報交換のための打合せ

の減少：C1では，ヒューリスティックな方法で得たアイ

ディアの説明と調整のために，顧客との意見交換の打合せ

回数が増大した．しかし，S2ではボトルネックの抽出や確

認を手順化し，結果も客観的で分かりやすいコンセプトと

なったため，意見交換タイプの打合せ回数比は，表 3 のよ

うに全回数の 41%から 25%に減少している．

以上の結果，顧客との打合せは情報収集や意見交換中心

から拡張コンセプトを確認するレビュー中心に変化し，打

合せ頻度は C1プロジェクトにおけるほぼ毎週のペースが，

S2プロジェクトでは月 1～2度に減少した．また，S1，S2

とも運用開始後も大きな問題は発生していないことから，

顧客・開発者双方の少ない負担で，有効な拡張コンセプト

の定義に到達することができたと考えられる．

4) SPCの今後の課題

S1，S2プロジェクトへの適用過程で，SPCの各種支援

ツールの自動化に改善の余地のあることが分かった．すな

わち，SPCの現状のツールは手順・書式の提供が主であ

り，ツール間のアウトプットの自動変換等，作業効率の点

でツールを強化する余地が残っている．

また，SPCは SIビジネスの件数で多数を占める業務シ

ステムのメンテナンスに焦点を絞っているため，新規ビジ

ネスモデル等に向けた業務システムの開発コンセプトの定

義は対象外となり，今後の検討が必要である．

5. 関連研究

拡張コンセプトの関連研究として，ヒューリスティッ

クな手法の 1つであり使用経験のある Conceptualization

手法と，TOCと CDMを用いた業務分析手法について述

べる．

5.1 Conceptualization手法 [3]

Conceptualization手法は，米国 Lockheed Martin社の

Advanced Concept Center（ACC）が提唱しているもので，

ソフトウェアの開発に際しビジネス上の Needsと適用可能

な技術に基づいて，「何が作るに値するか」を議論する一般

的な手法である．この手法は，収集した対象ドメインの情

報に基づくブレインストーミングとブレイクスルーから開

発コンセプトを導く，アイディア生成型の方法である．

特徴は開発コンセプトを開発の目標であるビジネスゴー

ルとコンテキスト図によるシステムの輪郭によって表す

ことである．これらのアウトプットは直感的に理解しやす

く，チーム内のコミュニケーションやステークホルダへの

プレゼンテーションに有効である．ACCはこの手法をオ

ブジェクト指向開発の最上流に位置付けており，コンテキ

スト図からOOA，OODへのシームレスな移行を実現して

いる．

SPCでは，システムの輪郭の表現にコンテキスト図を踏

襲しているが，業務システムのメンテナンスにおける拡張

コンセプトの定義に絞って一貫した手順を導入している．

5.2 TOCと CDMを用いた業務分析手法 [8]

CDM（概念データモデリング）による業務分析では，対

象とする事業領域と使命の決定を業務担当者のヒアリング
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に依存していた．文献 [8]では，TOCの思考プロセス [2]

を導入して，事業領域と使命を論理的に導き出し，CDMの

分析につなげる手法を提案している．手法は 4つのステッ

プからなり，最初のステップでは，TOCにより分析対象

業務のかかえる問題の根本原因とそれに有効な業務改善策

を導き，続く 3ステップで，CDMによって詳細な問題を

to beの形で導き出している．

CDMの分析手法にTOCの現状問題構造ツリー等のツー

ルを導入することによって，改善策の幅を広げる効果を上

げていると考えられるが，文献 [8]で述べているように，情

報システム開発につなげる点に今後の課題がある．

SPCでもボトルネックを抽出する分析ツールとしてTOC

の現状問題構造ツリーを利用しているが，入力となる問題

点の収集，分析結果の確認等の具体的方法を提供している．

6. まとめ

本論文では，開発コンセプトの変更をともなう業務シス

テムのメンテナンスにおける拡張コンセプトの定義を支援

する手法である SPCについて述べた．

SPCは，業務システムのメンテナンスを，顧客のビジ

ネス等の変化にともなって発生する問題を解決するための

TSととらえる．そして，システムの開発・運用で発生する

問題に対する TSの考え方を応用して，拡張コンセプトの

定義に一貫した 3つのフェーズを導入する．SPCはこれら

のフェーズにおいて，メンテナンスに対する顧客のビジネ

ス上の期待を含む情報の収集，収集した情報の因果関係に

基づく分析，分析結果の確認等の支援ツールを提供する．

SPCは拡張コンセプトの定義に関する現場の 5つの課

題を解決する手法であり，実プロジェクトへの適用実績で

は，顧客との打合せの回数が減少して拡張コンセプトの定

義の負担が軽減されたことを確認した．

一方，SPCの今後の課題としては，拡張コンセプトの定

義活動の負担をさらに軽減する支援ツールの強化がある．

また，SPCが対象としていない，新たなビジネスコンセプ

ト等に基づく業務システムの開発コンセプトの定義の手法

についても今後の検討が必要である．
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